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� はじめに

今世界的に中小企業が見直されている� 先進国
では� 主要には大企業のリストラ�失業増大に対
して中小企業に雇用吸収の役割を果たさせようと

している� 発展途上国では� 主要には国民経済の
�近代化� や �工業化� などのために中小企業を位
置づけようとしているようである�
ベトナムの場合は� 発展途上国としての中小企
業政策と� 社会主義を目指すという点での中小企
業政策の二つの面を持っていると考えられる�
本稿では� ベトナムの特殊的条件を考慮しつ

つ�ベトナム経済の現状と�その中での中小企業�
および中小企業政策について� 知り得る範囲の資
料に基づいて明らかにすることが目的である�

� ベトナム経済の現状

�1� �ドイモイ� までの歩み
ベトナムは� 国土面積 33万 2000� �日本から
九州を除いた面積�� 人口 7251万人 �1994年��
人口密度 218人/�� インドシナ半島の東端� 南
北 1650�に及ぶ国である� 南シナ海からシャム
湾にかけて 3260�に及ぶ海外線� 国土の 75�が
山岳地帯で� 北部の江河デルタと南部のメコンデ
ルタに人口が集中している� 気候は� 北部が亜熱
帯� 南部が熱帯で� 資源は� 鉱物� 森林� 農産物�
水産物など豊かである�
ベトナムは�約 100年にわたるフランス植民地

から� 第二次世界大戦における日本軍進駐を経

て� 1945年に独立国家としてベトム民主共和国

を樹立� 北部の社会主義化に取り組んだ� 南部は
フランス� アメリカによって分断�支配され�
1954年に北部のディエンビエンフ	における仏
軍との闘い� 1964年からの米軍の北爆にたいし

て闘い� 1976年に南北統一をかちとりベトナム

社会主義共和国を樹立した� その後も 1978
79

年にカンボジア� 中国との戦争があった� ベトナ
ムが長い戦争から解放され� 経済建設に本格的に
取り組めるようになってからまだ 20年余にしか

ならない�アメリカの経済制裁解除 �1994年� か
らは僅か 6
7年である�
南北統一後は急激に南部の社会主義化をすすめ

たが� 1980年時点で南部の農業の集団化率は全

農家の 9.2�� 全耕地の 5.8�にとどまり� ボ	ト
ピ	プルなどの問題も発生し� 失敗した�

1979年ベトナムは急激な社会主義化の失敗か

ら新経済政策を打ち出し改革に取り組み始めた�
その特徴は� 一時的にせよ急速な社会主義化をス
トップし� 国民の生活向上のために食料�日用品
の生産を増強することを主眼とした� 農村で �請
負耕作� �土地を個人に貸し付け�そこでとれた収
穫物は自由に市場で売買できる� を認め� 商業�
農業で個人経営 �私的経営� を許可した� これに
より農民の生産意欲も生まれ流通も改善された

が� これは生産�流通の部分のみの改革で� 分配
�消費の部分には手が着けられなかったため財政
がたちまち逼迫� その上輸入の圧力も増した� 政
府は通貨増発で対処したがかえってインフレを招
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いた� 1980年からは配給制を廃止� 賃金の現物
支給をやめ現金支給へ変える試みが行なわれ� 分
配�消費の部分の改革にも手が着けられた�

�2� �ドイモイ� から今日まで
1986年に急激な社会主義化の失敗の経験と教

訓を踏まえて �ドイモイ� �刷新� 政策が打ち出さ
れた� その特徴は� およそ次のようだった�
� �社会主義に至る過渡期は比較的長期の
歴史過程である� ことが明示され� 性急
な社会主義改造路線が否定された�

� 重工業優先を見直し� 農業を基本として
食料�食品の増産� 生活消費財の生産拡
大� 輸出品の拡大に優先順位を付け� そ
こに投資の 6割を集中する�

� 国営�公営企業以外の資本主義的経営や
個人経営の存在を認め� その有効活用が
合法則的であること� 中央主権的な計画
経済を基本的に放棄し� 市場経済の導入
を図り� 経済改革を押し進めることが公
式に表明された�

� 国際分業� 国際経済協力に積極的に参入
していく�

当面する国内主要問題��食糧不足の克服�
根強い官僚主義と中央依存体質の改善� 四減目
標 �歳出� 物価上昇� 通貨発行量� 生活困難を
減らす� の実現� 数百万人に及ぶ失業者対策
��に取り組むことが決定された1��
価格� 賃金� 通貨の改革は猛烈なインフレを招
いた� 価格�賃金体系の改変と通貨改革 �デノミ
と新通貨切り替え� を同時に行なったことも混乱
に輪を掛けた� インフレが沈静化に向かうのは
1989年からである�
マクロ金融政策では� 紙幣乱発を止め� 高金利
引き締めを行ない� ドンの安定を図り� 対米ドル
為替相場の公定�闇ル	ト差を極力縮小した�

ミクロ経済政策では� 生産奨励と流通円滑化�
家族副業�私的経営�私的経済を全国的に認めた�
農業でも �土地法� 改正で長期の土地の賃借りに
よる耕作を認め� 検問所� 搬入税を廃止して農作
物の流通を自由にした�
不採算非効率な国営企業の補助金打ち切り� 幹
部更迭など行ない� 国家財政赤字を縮小した�
外国投資も奨励し� 1987年に新 �外資法� を公

布し� 外国資本の 100
出資� 外国企業の所得税
を一定期間減免� 国有化はしないことなどが明記
された�

1992年には� 新 �憲法� が制定されたが� その
最大の特徴は� �ドイモイ�が国家の基本法に明文
化されたこと� 市場経済の導入� 私有制�私営経
済の公認� 長期の土地使用権� 外国企業との合弁
事業� 外国企業の資産は国有化しないなどが書き
込まれたことである�
インフレ率は� 1986年の 774.7という驚異的

なものから� 1989年には 34.7� 1996年には 4.5�
今日 �2001年 11月� では 0にまで下げることに

成功している� インフレの収束とともに� 財政赤
字状態もよくなり� GDPにたいする財政赤字は

1995年には 1.47にまで下がった� 実質 GDP成

長率も 1992年からは 8�9
台の高い伸びを示
しており� 2001年前半は 7.1
となっている �表
1��

�3� ASEANにおける位置

1990年代初頭はソ連�東欧の旧社会主義体制
の崩壊によるさまざまな影響を受けたが� 1995

年 ASEAN加盟によって国際社会に復帰した�
ASEANにおけるベトナムの経済的位置はまだ

小さく� 国民 1人当たり GDPはシンガポ	ルの
100分の 1� インドネシア� フィリピンの 4分の

1程度で� 輸出入額も ASEAN10カ国合計の 2�
3
である �表 2�� 貿易の ASEAN依存度もまだ

低く� 1996年の輸出は 14.1
� 輸入は 24.4
で
ある �表 3�� ASEAN諸国からの外国投資額は世

界投資額の 4分の 1であるが� 実効率は 22
と
1� ベトナム共産党第 6回大会� この項 �ヴェトナム�
�豊かさ� への夜明け
 坪井善明著による�
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表 , ASEAN諸国の経済指標 �+330年�

GDP

�+**万米ドル�
人口

�+**万人�
+人当たりGDP

�米ドル�
輸出額

�+**万米ドル�
輸入額

�+**万米ドル�

ブ ル ネ イ .,311 *.- +0,2+- ,,-,3 .,023

インドネシア ,,/,2/1 +32.- +,+-3 .3,2+. .,,3,3

マ レ � シ ア 32,+*0 ,+., .,0,2 12,+12 12,.,.

フ ィ リ ピ ン 2-,/-- 1+.3 +,+0, ,*,/.- -.,1*+

シンカポ�ル 3.,*0- -.* -+,-/. +,/,*+0 +-+,--/

タ イ +2.,++, 0*.* -,*03 //,1,+ 1,,-,,

ベ ト ナ ム ,-,/+* 1/-.* -+, 0,2*1 +*,+/.

ラ オ ス +,2+0 .2.* -12 -,- 03*

ミ ャ ン マ � +*3,3,- ...1 ,,./3 22. +,2,1

カ ン ボ ジ ア ,,30* +*.1 ,3* 0.. +,*1,

ASEAN+*カ国 2,-,213 .23.3 +,02, --1,3-* -1-,./.

�ベトナムのシェア� � ,.3 +/.. +2.0 ,.* ,.1

�注� ブルネイの GDP� 人口� +人当たり GDPのみ +33/年� +人当たり GDPの数値のうち� ASEAN+*の数

値は ASEAN+*の平均� ベトナムのシェアはべトナムの +人当たり GDPの ASEAN+*平均に対する比率�
�出所� ADB, Key Indicators of Development Asian and Pacific Countries +331/IMF, Direction of

Trade Statistics Yearbook +331/アジア経済研究所 �アジア動向年報 +331��

表 + ベトナムのマクロ経済パフォ�マンス

実質 GDP

成長率

CPI

インフレ率

財政赤字�
GDP

貿易収支�
GDP

金融深化

�M,�GDP�
	,

�伸び率�

+320年 11..1 0.+2 *.+2/

+321 -.00 ,-+.2 ..1. *.+0. -,..-

+322 /.3* -3-.2 1.0, *.+01 ../..

+323 2./- -..1 +*.,0 *.,3/ ,--.2

+33* /.+* 01./ 2.*- *.,1+ -,..

+33+ /.30 01./ -.1+ ,.3 *.,0/ 12.2

+33, 2.0/ +1.. -.1+ *.. *.,.0 --.1

+33- 2.*1 /., 0.,+ 
1.- *.,-0 +3.*

+33. 2.2. +... ,.0+ 
++.. *.,/- --.,

+33/ 3./. +,.1 +..1 
+-.. *.,-1 ,,.0

+330 3.-. ../ 
+0.0 *.,/* ,,.1

�出所� International Monetary Fund, �Vietnam: Recent Economic Developments,� November +330および

Japan International Cooperation Agency, �The Economic Development Policy in the Transition

toward a Market-Oriented Economy in the Socialist Republic of Viet Nam: Fiscal and Monetary

Policies,� June +330.
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表 . ASEAN諸国のベトナム投資 �+330年末現在�

�単位 � +**万米ドル�

認可額 実行額
未実行率

���

インドネシア ---.* 1-.+ 12.*

マレ�シア +.*103 /-+./ /*.0

フィリピン +11., /../ 03.,

シンガポ�ル .,30,.-* 1.-.+ 2/.*

タ イ 030.+ +0, 10.1

ASEAN計 1,,././* +,/0..,* 12..

世 界 計 ,0,.**..* 2,222.+* 00.-

�出所� Statistical Publishing House, Statisncal Yearbook +330.

表 - ベトナムのアジア諸国との貿易

�単位 � +**万米ドル�

輸 出 輸 入

+33* +330

+33*�1930

年平均成長率

���
+33* +330

+33*�1930

年平均成長率

���

アジア +,*+/ -,/31 ,-./ +,**3 3,-30 ./.*

日 本 -.* +,2,3 -,.. +03 +,,/+ -3.0

中 国 2 ,2* 2*.3 / 3,0 +-2.1

韓 国 ,1 n.a. n.a. /- +,10. 13..

香 港 ,.- +13 �/.* +31 00+ ,,..

台 湾 ,3 ,22 .0.0 .+ +,,3. 11.2

ASEAN -.3 32* +2.2 /.+ -,--3 -/..

ブルネイ n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

インドネシア +/ 3- -/./ +* ,0* 1,.+

マレ�シア / +-1 1-.0 + -// +00.+

フィリピン /1 +/+ +1.0 . +-0 2*.*

シンガポ�ル +3/ -31 +,.0 .31 +,222 ,..3

タ イ /, 0* ,.. +1 /,0 11.,

カンボジア 3 ++, /,., 2 ,0 ,+.1

ラ オ ス +0 -* ++.* . +.2 2,./

ミャンマ� n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

世 界 ,,/,. 0,3-- +2.- ,,2.+ +-,002 ,3.3

�出所� IMF, Direction of Trade Statistics Yearbook +331.
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低い �表 4��
1997年のアジア通貨危機�金融危機の影響を

ベトナムも受け� ドン �ベトナム通貨� の対ドル
レ�トは� 商業銀行の実勢レ�トが 1996年まで

の 1ド ル � 11,000ド ン か ら� 1998年 に は

12�980ドンヘ約 20�もドン安になり� これに
よってベトナムの輸入はかなり圧迫を受け貿易収

支の赤字を拡大させ� 外国企業の直接投資も減少
を見せた�

�4� 世界経済の中のベトナム
表 3に見るように� 輸出の 52�� 輸入の 69�
はアジアであり� ベトナムにとってアジアの位置
付けは大きい �1996年��
アジアのうち�輸出の第 1位は日本 �51���第

2位以下は大きく差がついている� ASEAN全体

でも日本の約半分にしかならない� 輸入の第 1位

はシンガポ�ル �20��� 第 2位韓国 �19��� 第
3位台湾 �14��� 第 4位日本 �13�� であるが�
ASEAN全体では 36�となる�
しかし� 伸び率 �1990	1996年� では中国が

輸出 �80�9��� 輸入 �138�7�� で断然トップで
あり� 順位は入れ替わってくるだろう�
アジア以外では� 輸出はオセアニアほか

�13.3��� 西欧 �8�3��� 旧ソ連�東欧 �5�4���
米 州 �0�4�� と な っ て お り� 輸 入 は 西 欧
�12.9��� オセアニアほか �12�3��� 旧ソ連�東
欧 �4�8��� 米州 �0�8�� という状況である
�1993年� 表 5�� 明らかに� 旧ソ連�東欧とアジ
アの位置が逆転している� ベトナムは旧社会主義
ブロックからアジアの一員へ位置付けを変えたと

言えよう�
ベトナムへの外国投資額は� 1988	1995年累

計では� 第 1位台湾� 第 2位日本� 第 3位香港�
第 4位シンガポ�ル� 第 5位韓国の順になってい

る �表 6�� 1995年では� 第 1位台湾� 第 2位日

本と日本が伸びている� ODAは日本が第 1位で

ある�
このように日本とベトナムの関係は貿易� 投資
の両面で結びつきが強くなっている� ちなみに日
本とベトナムの貿易を主要品目別に見てみると�
日本がベトナムから輸入しているものは原油�粗

表 / ベトナムの地域別貿易

�単位 
 +**万ドル� ��
輸 出 +32/ シェア +33* +33, +33- シェア

アジア +./ ,*.1 +,*.+ +,3*- ,,+02 1,.0

旧ソ連�東欧 -31 /0.2 +,*/* +,+ +0+ /..

西 欧 ,. -.. +0/ ,/. ,.2 2.-

米 州 +. ,.* +0 ,0 ++ *..

オセアニアほか ++3 +1.* +-, ,11 -31 +-.-

合 計 033 +**.* ,,.*. ,,/2+ ,,32/ +**.*

輸 入

アジア ,+3 ++.2 +,**3 +,00- ,,1+3 03.-

旧ソ連�東欧 +,-20 1..0 +,.,, ++0 +21 ..2

西 欧 0- -.. +2, -*. /*/ +,.3

米 州 +. *.2 +, ,/ -* *.2

オセアニアほか +1/ 3.. +,1 .-- .2- +,.-

合 計 +,2/1 +**.* ,,1/, ,,/.+ -,3,. +**.*

�注� +ドル�+ル�ブルで換算� 193,年� 193-年についてはロシア�
�出所� General Statistical Office, Statistical Yearbook +33.ほか�

�ベトナム経済入門� 岩見元子著より�
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油� 食料品 �魚介類� エビ� コ�ヒ�等�� 繊維製
品 �繊維二次製品� など� 日本からベトナムへ輸
出しているものは重化学工業品 �鉄鋼�一般機械�
電気機械� 輸送用機械等� が多い�

� 多セクタ�混合経済の構造

�1� セクタ�別�産業別の事業所数�従業者
数の分布状況

ベトナムは多セクタ�混合経済の体制をとって
いる� その構成は次のようである �表 7��

1995年の全事業所数は 190万 3,110である�
これを企業と企業とみなされない自営業に分けて

みると�企業が 2万 3,708 �1�2���自営業が 187

万 9,402 �98�8�� で圧倒的多数である�
企業のうち 2万 3,016 �97��が国内企業� 692

�3�� が外資系企業である� 国内企業のうち国営
企業が 5,873 �25�5��� 民間企業が 1万 7,143

�74�5�� で大多数を占める�

国営企業では中央管轄が 1,940 �33���地方管
轄が 3,933 �67�� で地方が多数を占める�
民間企業では私営企業が 1万 916 �63�6�� で

最も多く� 次いで有限会社が 4,242 �24�7��� 株
式会社は 118 �0�7�� と極めて少ない� このほか
合作社が 1,867 �10�9�� ある�
外資系企業では 100�外資が 150 �21�7���国
営との合弁が 433 �62�6�� である�
自営業のうち登録済みは 64万 1635 �34�1���
納税済みは 80万 2,943 �42�7�� で� 未登録� 未
納税が多い状況である�
産業別事業所数の分布を企業と自営業に分けて

見てみると次のようである�
企業では� 第 1位は商業�修理業 9,468

�39�9��� 第 2位が製造業 8,577 �36�2��� 第 3

位が建設業 2,355 �9�9��� 第 4位がホテル�レ
ストラン 1,094 �4�6�� などになっている�
自営業では� 第 1 位は商業�修理業 79 万

表 0 国別年次別投資許可額の推移

�単位 � +**万ドル�

+322 +323 +33* +33+ +33, +33- +33. +33/ 1922	193/累計

日 本 2-.* ,.* +-.* ,,+.* 10.* ---.* +,+-*.* +,2/2.*

台 湾 +.* +*3 .2..* /-*.* .*..* -0/.* +,+.3.* ,,3--.*

香 港 +*.* ...* /-.* +2+.* ,+3.* .*,.* /.1.* +*..* +,/0*.*

韓 国 ..* .+.* +*1.* -1+.* ,0/.* /0/.* +,-/-.*

シンガポ�ル +.* ,*.* +/.* 12.* ,/*.* /32.* .22.* +,./*.*

マ レ � シ ア 1+.* ,+.* -.1.* +,0.* 3..* 0/3.*

タ イ /.* ,*.* ,*.* 02.* +0,.* +3*.* .0/.*

インドネシア +*.* -+.* 0,.* +/.* 2.* +,0.*

フ ィ リ ピ ン +.* -1.* +2.* ,.* +,1.* +2/.*

オ�ストラリア ,.* +.* 22.* 13.* ++0 +/2.* /*.* ,,.* .**.*

フ ラ ン ス -.* .3.* ..* +-.* +,/.* +02.* ++*.* +,..* /30.*

英 国 ++3.* /.* +01.* +.* +.* 20..* +,+/1.*

オ ラ ン ダ 1.* .1.* 03.* 0.* 3.* .0.* +*2.* ,3,.*

米 国 *., ,,*.* /-+.* 1/+.,

越 僑 *., *.0 1.* 1.2

そ の 他 +,..* 01.* +1,.* 22.* ,/-.* -,2.* 231.* +,*,*.* ,,3.3.*

合 計 +.1.* -0..* /+,.* +,+.1.* +,3,0.* ,,0+/.* -,1,,.* 0,/,..* +0,3/1.*

�注 +� SCCI認可統計に基づく�
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3,467 �42�2��� 第 2位が製造業 53万 1,229

�28�3��� 第 3位がホテル�レストラン 27万

3,430 �14�5��� 第 4位が輸送�通信業 13万

9,993 �7�4�� などになっており� 企業の分布と
は少し様相が異なってくる�
次ぎに従業者数の分布を見ると� 全事業所合計
で 527万 5,984人となっているが� これは農業
を除いた数であり� 7�8割が農業に従事してい

るので� 労働力人口の 2�3割しか表していない�
このうち企業に 203万 4,855人 �38�6��� 自営
業に 324万 1,129人 �61�4�� である�
企 業 の う ち 国 内 企 業 に 193万 7,023人

�95�2��� 外資系企業に 9万 7,832人 �4�8�� が
働い ている� 国営企業には 150万 6,611人

�74�0��� 民間企業には 43万 112人 �21�1��
が働いている� このように従業者数分布では国営
企業の割合が極めて高い�
今日までの経過では� 国営�集団セクタ�が大
幅に減少し� 民営セクタ�がいっそう増加してい
る�

�2� 工業生産の担い手
ベトナム経済の 	近代化
 	工業化
 に重要な役

割を持つ工業について見てみよう�
国営企業は 1997年時点で工業生産の 48�を

占め� 	ドイモイ
 の始まつた 1986年の 56�に
比べると減少傾向にあるとはいえ� 工業生産に占

める国営企業の役割は大きい �表 8�� しかし� 工
業生産に占める国営企業の割合の減少は非国営部

門の生産が伸びたというわけではなく� 伸びたの
は外資系企業の生産であり� それは 1997年には

工業生産全体の 28�を占めるようになった�
工業部門における国営企業の数は年を追うごと

に減少しており� 中央政府と地方政府を合わせた
企業数は� ドイモイの始まった 1986年の 3,000

社余りから� 10年後の 1996年には 1,800社余

りとなっている �表 9�� ちなみに� サ�ビスなど
その他の経済部門を含めての国営企業数は� 	ド
イモイ
 当初の約 1万 2,000社から� 約 6,000社

弱へと半減している�
国営企業には中央政府管理の国営企業と� 地方
政府管理の国営企業があるが�エネルギ��燃料�
鉄鋼� 非鉄金属など重工業を担っている中央政府
管理の国営企業のほとんどが大規模企業であるの

に対して� 地方管理の公企業の多くは中小規模で
ある�
一方�非国営部門を形成する合作社�私営企業�
家内�個人企業の各企業形態の企業数をみると�
社会主義的集団組織である合作社の数は激減して

いるのに対して� それ以外は 1990年以降急増し

ている� これら非国営部門のほとんどは� 中小企
業である� というより家内�個人企業という呼び
方にみられるような小零細企業であるとみてよ

い� 私営企業や家内�個人企業の数は増加してい

表 8 工業生産の担い手 �総生産額に占める割合��

+320 +33* +33/* +331

国営部門 /0.- /2.0 /*.- .2.,

中央政府管理 --.2 -3.. -,.2 -+./

地方政府管理 ,,./ +3., +1./ +0.1

非国営部門 .-.1 .+.. ,..0 ,-.,

合作社 ,2.+ +,., *.0 *./

私営企業 ,., ,..

家内�個人企業
�
�
�
�
�

+/.0

�
�
�
�
�

,3., +1.0 +..1

混合形態 .., /./

外資部門� ,/.+ ,2./

�外資部門が統計に表われるようになったのは +335年版からである�
�出所� General Statistical Office, “Statistical Yearbook”各年号�
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るものの� �企業� が育つという例は少なく� トラ
イアル�アンド�エラ�で� 様�な種類の事業が
立ち上がったり� 消滅したり� というのが非国営
セクタ�の実態である�
主要生産品目別に売上総額� 従業員 1人当たり

売上額� 資本回転率について� 国営企業� 民間企
業� 外資系企業の比較をしてみると� 次のような
特徴が見える �表 10� 自営業を含まない	�
売上総額の大きいものから順に並べると� 第 1

位は食料�食品�飲料 �29�5
	� 第 2位が非金

属鉱物製品 �9�7
	� 第 3位が化学品�化学薬品
�9�5
	� 第 4位が繊維 �7�6
	� 第 5位がたばこ

�5�4
	� 第 6位が衣類�皮革 �5�1
	 などに
なっている� これはベトナムの工業の構造をよく
表している�
売上総額については� 国営企業が軒並み高い比
率を示しており� 民間企業が国営企業を上回って
いるのは木工�竹�稲藁製品 �47�9
	 とベッ
ド�衣類箪笥�テ�ブル�椅子 �51�4
	 の 2品

目のみである� 外資系企業で目立つのは� モ�
タ�バイク�トレ�ラ� �44�0
	� 皮革製品
�31�8
	� 金属 �26�4
	 などである�
従業員 1人当たり売上額については� ほぼ外資
系企業� 国営企業� 民間企業の順になる� 外資系

企業は 5品目を除いて国営企業を上回る� 国営企
業は 6品目を除いて民間企業より上回る� 民間企
業がトップであるのは 1品目 �ゴム�プラスチッ
ク製品	 だけである� これを見ても民間企業の効
率性はまだ引き出されているとは言えない� 国営
企業のラジオ�テレビ�通信機器や事務機�コン
ピュ�タ�計算器などが高い比率を示しているの
は� それが大規模組立工場であるためである�
資本回転率については� 民間企業と国営企業が
トップを占める品目数は同じで� 外資系企業は最
も低い� 民間企業は小さな資本でも出発でき資本
回転率がよいこと� 外資系企業は投資額が大きく
回転率がよくないことが表れている�

� ベトナムの中小企業

�1� 中小企業の増加
1990年に制定された �個人企業法� および �会
社法� によって法的基盤を得て� 個人は原則とし
ては会社を自由に設立することができるように

なった� しかし� 実際には� 許認可� 参入制限�
土地所有� 資本調達など多くの面で制約があり�
簡単に企業や事業を起こすことはそうたやすくは

なかった�
小零細企業である家内�個人企業や私営企業が

表 3 経営形態別企業数

年 総数

国営企業

総数�
非国営セクタ�

中央管理 地方管理
手工業

合作社
私営企業

家内�
個人企業

+32* ,,0,1 0,+ ,,*00 � � � �
+320 -,+.+ 021 ,,./. -0,20- /0/ �
+33* ,,10, /23 ,,+1- -3*,120 +-,*20 11* -10,3-*

+33+ ,,/33 /.0 ,,*/- ./0,//3 2,2,3 3/3 ..0,11+

+33, ,,,02 /-1 +,1-+ -1.,2-1 /,1,- +,++. -02,***

+33- ,,*/0 /+3 +,/-1 .0+,.1/ /,,21 -,-,, ./,,200

+33. +,300 /,1 +,.03 .33,0*- +,0.2 .,3*3 .3-,*.0

+33/ +,3/2 /.3 +,.*3 0+,,311 /+1,***

+330 +,22* //- +,-,1 0,-,1+*

�193.年以前と 193/年以降は� 新たに外資系企業という分類が加わったため� 連続しない�
�出所	 表 2に同じ�
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増加した背景には� ベトナムが国際社会の一員と
して受け入れられるようになるとともにベトナム

側も開放政策を推進するようになり� ベトナムを
訪れる外国人の数が増加し始めたが� そうした
人�のためのホテルやレストランが不足していた
ため� 個人営業のミニ�ホテルやレストランが相
次いで開店し� タイルや煉瓦といった建設資材関
連の個人企業も急増し活気を呈していた�
一方� 国営部門のうち� 消費財産業に携わる中
小企業の経営状態は対外開放の結果悪化してい

た� �国営企業 5,700社のうち� 3,500社が中小企

業であり� その大方は利益を上げていない� その
理由は� 老朽化した設備� 資金不足� 管理�経営
上の問題であり� 中小企業を支援する環境がな
い� という状況だった2��
国営企業の規模別分布をみると� 資本金規模で
は� 資本金 5億ドン未満の企業が国営企業全体の

32を�占め� 資本金が多くなるに従って企業数
が少なくなるというピラミッド型の構成となって

いる� これを同じく従業員規模からみると� さら
に下に広がるピラミッドの構成になり� 従業員
100人未満の企業が 47�を占め� 次いで 100	
500人規模の企業が全体の 43�を占めていた

1992年��
これら中小規模国営企業の製品のほとんどは�

従来はそれしかなかった国内市場向けの低品質の

製品であり� 開放後に国境を越えて大量に入って
くる� 品質はベトナム製とそう変わりはなく価格
が格段に安い中国製品との競争に負けてしまい�
中国商品は� 扇風機から食器にいたるまでベトナ
ムの日用品に広く浸透した�
政府はこうした国営企業の状態を変えようと国

営企業改革に取り組むようになった� その一つが
1994年 か ら 始 ま っ た General Corporation


GC� 通常 7	10企業を統合� とすることであ
る� これまで出来た GCは� 工業部門では� 製鉄�

機械� 電気機械� 化学� 繊維� セメントなどの業
種にわたっているが� ただ単に企業を合併させた
段階に止まった� その目的は規模の経済の実現で
あったが� 国内外の市場が冷え込んだことや� ア
ジア危機の影響から国営企業の不良債権の処理が

問題となり始めたことで� 当初目的とした中国の
総公司や韓国の財閥を意識した GC設立の方向性

は変わってゆかざるを得なかった� それに代わっ
て政府は� 重要産業の国営企業は維持しつつ� 国
営企業の民営化をすすめた� これによっても中小
企業が増加した�

�2� 製造業における中小企業の分布状況
製造業の企業について� 従業員�総資産規模別
に分布を見てみると次のようである 
表 11�自営
業を含まない��

1995年の製造業企業数は 8,577� 生産品目別
に企業数の多いものから順に並べると� 第 1位は

食料�食品�飲料 
37�3��� 第 2位が非金属鉱

物製品 
13�5��� 第 3位が木工�竹�稲藁製品

7�6��� 第 4位がベッド�衣類箪笥�テ�ブ
ル�椅子 
5�1���第 5位が繊維 
4�9���第 6位

が衣類�皮革 
4�5�� などである�
製造業全体で従業員規模別分布を見ると� 1	

10人 
31�6��� 11	50人 
38�8�� で 7割強に

なり� 200人以下では 89�6�を占める�
生産品目別では� 皮革製品� たばこ� 衣類�皮
革といったところで大規模国営企業の占める割合

が若干大きくなる�
製造業全体の総資産規模別分布を見ると� 50

億ドン未満が 86�0�を占める� 100億ドン以上は

僅かに 8�7�である�
生産品目別に見ると� 100億ドン以上は� コ�
クス�石油製品�核燃料 
100��� たばこ

46�4��� 皮革製品 
28�5�� など大規模国営企
業ないし外資企業の多い分野に見られる�

�3� ベトナムの中小企業問題
ベトナムで中小企業が問題とされるようになっ

2� �ニャンザン
 
ベトナム共産党発行�� 1997年 11月

16日�

ベトナム経済発展と中小企業 
小谷�
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たのは� 雇用あるいは失業との関連からである�
したがって� 中小企業についての検討�研究は
�労働�傷病兵�社会問題省� およびその傘下の
�労働科学社会問題研究所� が中心になって行っ
てきた�
労働力の分布をみると� 1997年時点の経済活

動人口約 3,700万人のうち� 国営セクタ�の雇用
は約 9�にすぎず� 平均賃金は 62万ドン �約 50

米ドル	 ということであった� 雇用に関して言え
ば非国営セクタ�が全体の 90�以上を占め� そ
の面では非国営セクタ�� すなわち中小および零
細企業が重要な役割を占めていることになる�
ベトナムの失業率は� 労働�傷病兵�社会問題
省によると� 1998年 12月時点で 6�6�3	である

が� 実際にはその倍以上の失業者がいて� 彼らは
主に農村に潜在失業者として滞留しているといわ

れる�そのため�政府は 1997年 12月の共産党中

央委員会総会において� �工業化� 近代化� 合作
化� 民主化の方向に沿った農業農村開発� を決議
し� 翌 1998年には �農業農村開発の諸問題� と
題する決議 �6号決議	を採択した�同決議は�農
産品加工� 伝統工業と農業の連携� 地方および国
内市場と農業生産の連携� 新農村開発� 失業と貧
困の解決� などの問題を今後の重点策として取り
上げ� 農村を工業化することにより失業問題に取
り組むことを目的としている�
このようにベトナムでも最近� 中小企業振興が
いわれるようになったが� それは農業�農村の工
業化との関連であり� 地域開発と潜在的な失業対
策といった目的を持っている� 現行の経済開発 5

ヵ年計画 �1996
2000年	 でも都市の工業とリ
ンクした地方 �県� 村	 の加工産業� 小規模工業�
手工業の振興が謳われている�
雇用面でも数の上でも圧倒的な割合を占める中

小企業は実体経済を支えてきた� 年率 7
9�と
いう速度で加速してきた経済成長の 1997年アジ

ア経済危機以後の減速は� ベトナムの大規模輸出

企業 �外資系企業および国営企業と外資との合
弁	 やそれらに材料を供給する素材産業などを直
撃した� 政府の保護もなく� 柔軟な活動をしてき
た中小企業への政府の新たな政策対応が必要に

なっている�
ベトナムに限らず発展途上国では一般に統計上

表れてこなかった �インフォ�マル�セクタ��
が経済の大きな部分を占めており� 統計の上での
マクロ経済指標の動きとは別の動きをしてきた�
公務員や会社員のほとんどは勤務時間後にアルバ

イトをしており� アルバイト収入の方が給料より
も多い場合が多�あるが� そうした経済活動も統
計の上では把握されなかった� このような �イン
フォ�マル�セクタ�� は統計上に表れたベトナ
ム経済の 40�とも 50�ともいわれ� 国民経済上
重要な役割を果たしてきた� この �インフォ�マ
ル�セクタ�� を �フォ�マル�セクタ�� とし
て経済社会に果たす役割を認めていくことがいっ

そう重要になっていると思われる�
ベトナムは� 北部ではフランス植民地支配脱却
から直ぐに社会主義へ向かった� 南部もアメリカ
の従属支配脱却から統一後に急激な社会主義化を

すすめた� 本格的な資本主義を経ないでの社会主
義化は多くの矛盾と困難をきたした� この経験を
踏まえての今日のベトナムの市場経済導入と多セ

クタ�混合経済体制なのである� そこにはさまざ
まな試行錯誤もあるが� 新しい経済社会建設への
意欲と努力が積み重ねられている� それは� 資本
主義的な �遅れ� を取り戻すというだけの意味で
はなく� 現在の国内外の厳しい諸条件の下でベト
ナムの潜在力に依拠した現実的で将来の方向性の

ある経済社会の仕組みをつくっていくことであ

る�
先に見たように� 1986年の �ドイモイ� 政策を

打ち出した時 �ベトナム共産党第 6回大会	 の
�社会主義に至る長期の歴史的過程�で �国営�公
営企業以外の資本主義的経営や個人経営の存在を

認め� その有効活用が合法則的であること� の規
定について� この �合法則的� の意味を理論的に3	 15歳以上の経済活動人口に占める割合�
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も実践的にも深め具体化する時であろう�

� 中小企業政策

�1� 中小企業の定義
ベトナムの中小企業の定義は� 1998年政府資

料 618号では次のように定められた�

工業�建設業
資本金 50億ドン以下 従業員 200人以下

その他の分野

資本金 30億ドン以下 従業員 150人以下

1995年の労働省の定義では� 製造業について
は�総資産 100億ドン未満�従業員 500人以下と

していた� この定義では中小企業の割合は企業総
数の 96�7�� 従業員総数の 60�8�であった �表
12�� 新しい定義でもほぼこれと変わらない�
1995年時点でのアジアの他の諸国との比較で

は� ベトナムの中小企業割合は同じくらいであ
る�

�2� ベトナムにおける中小企業支援の必要性
ベトナムにおける中小企業支援の必要性として

次のようなものが挙げられている�
第 1� 雇用の創出� 農村の半失業率� 都市の高

失業率などにたいして� 労働集約的な中
小企業 �とくに製造業� によって雇用吸
収する�

表 +, アジア諸国の中小企業 �製造業� 比較

製造業従

事企業数

�+,***�

うち中小

企業の数

�+,***�

中小企業

のシェア

���

中小企業

の雇用数

�+***人�

中小企業の

雇用シェア

���

中小企業の

生産シェア

���
年 中小企業 �製造業� の定義

日本 2/0.0 2/,.- 33./ +*,-30.* 1-.2 /+.2 +33+ 資本金+億円�約2/万米ドル�
以下または従業員-**人以下

シンガポ�ル -./ ,.1 11.0 //.* -/., NA +33+ 国内資本-*�以上で固定資本
+,**万Sドル �約 2/*万米ド

ル�未満
韓国 ,31.1 ,30., 33./ ,,10,.* 0/.- ./.2 +33, 従業員 -**人以下

台湾 +/3., +/0.* 32.* +,1-..* 10.1 +� -3.. +33, 払込資本金.***万NTドル以

下および総資産+億,***万

NTドル�約./*万米ドル�以
下

マレ�シア ,2.- ,0., 3,.0 10*.* .*., ,� +3.0 +33. 株主資本金,/*万Mドル�約
+**万米ドル�以下

タイ -� 0..+ 0-., 32.0 +,,2+.* 1-.2 NA +33+ 投資資本+億パ�ツ�約.**万

ドル�未満および従業員,**名

未満

フィリピン 12.0 11.2 32.3 /./.* /*.* +� ,0.- +322 総資産�土地を除く�.***万ペ

ソ�約+/*万米ドル�以下およ
び従業員,**人未満

ベトナム 2.0 2.- 30.1 0*1.* 0*.2 NA +33/ 総資産+**億ドン�約20万米ド

ル�未満または従業員/**人以

下

�注� +� 売上高のシェア ,� 付加価値額のシェア -� 精米業を除く�
�出所� “The APEC Survey on Small and Medium Enterprises +33.,” APEC Committee on Trade and

Investment, Ministry of Economic Affairs, Chinese Taipeiおよびベトナム事業所センサスより作成�
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第 2� 工業製品の輸出拡大への寄与� 衣類� 履
物� 皮革製品� 家具� 木工品� 繊維製品�
陶器� プラスチック製品など現在の輸出
品の多くは� 民間中小企業がつくってい
るものが多く� これを支援することによ
り輸出の大幅な伸びが期待できる� ま
た� これらの分野は� 現在中国�タイ等
からの輸入品とも競争関係にあるが� 新
製品関発などの能力を支援することによ

り内需にも応えられる�
第 3� 資本および労働の生産性の向上への寄

与� 中小企業は大企業に比べて資本の生
産性は高い� 資本に乏しいベトナムで
は� 中小企業の役割を活用することが必
要である� また� 機械�技術の導入に
よって労働生産の向上をはかることがで

きる�
第 4� 製造業の中間投入のための部品�材料を

供給する役割� 海外市場向け� 国内市場
向けの競争力ある製品をつくっていくた

めには� 中小企業の専門性を生かした裾
野産業を創出することが不可欠である�

これらの理由にもとづき� 中小企業� 農村工業
へ投資を振り向けていくことの必要性が強調され

ている�

�3� 中小企業振興の基本方針と政策体系
ベトナムの中小企業政策はまだ途上で端緒的で

ある� 日本の中小企業政策がかなり研究され� ま
たその援助も必要とされている� 現在検討または
着手されつつある中小企業政策は次のようなもの

である�
中小企業振興の基本方針は次のような内容が掲

げられている�
� 国営企業と中小企業の環境格差の是正�
中小企業の事業安定と成長の向上をはか

る�
� ベトナムと ASEAN諸国の発展動向に

あわせて� 段階的な政策をすすめる�

� 中小企業振興にかかわる各政策間の連携

をはかる�
中小企業政策体系は次のような内容である�
� 中小企業のビジネス環境の整備

�中小企業基本法の制定
�中小企業の組織化促進
�中小企業金融の充実強化
中小企業専門金融機関の設立

信用補完制度の創設

�設備近代化支援
�人材育成
� 裾野産業の育成

�技術移転�技術指導
�機械金属分野の創業支援
�外資系企業との連携
�裾野産業の輸出促進
� 中小企業の輸出促進

�輸出許認可の改善
�輸出信用制度の拡充
�見本市�展示会の充実�強化
�情報提供
�輸出産業の設備近代化促進

これらは日本のかつての中小企業 �近代化� 政
策である� これらがベトナムの現状に照らしてど
のように適用され具体化されるかはまだ途上であ

る�
現在� ベトナムでは� 商工会議所に設置された
中小企業促進センタ�による中小企業支援�指導
策� 政府による農村工業� 地場産業�地域産業へ
の支援策も検討されている�
なお� 2001年 1月 1日から新しい �企業法�が

施行された� これは� 1990年の �会社法� と �私
企業法� を 1本にしたものである� その後ホ�チ
ミン� ハノイを中心に企業の登録�新設がすすん
でいると伝えられる�
また� 中小企業の分野ではないが� 証券市場の
確立�整備もすすめられ� 現在 �2001年 11月時

点� で上場企業は 7社になった�
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� ベトナム経済の国際化と中小企業

最近 10年を振り返ってみたとき� ベトナム経
済の大きな変化は何といっても外国資本の導入に

よる変化である� 表 8に見られるように外資系企

業の工業生産額に占める割合は 30�� GDPに占

める割合も 10�に達するという勢いであり� 雇
用は 1994年に 8,000人余りであったが� 2,000

�3,000人のオ�ダ�での雇用創出効果のある企
業 �スポ�ツ�シュ�ズなど� の進出によって�
1998年には約 28万人程度の雇用効果が得られ

たものとみられている�
表 13は最近の対ベトナム直接投資の認可件数

と投資金額の推移であるが� 件数では 1995年を

ピ�クに� 投資金額としては 1996年をピ�クに
減少していることが分かる� 海外直接投資はベト
ナムに国際競争力のある生産技術と経営技術をも

たらした� 最近の外国直接投資の減少傾向に対し
て� 政府は危機感を抱いているようであるが� そ
れにもかかわらず� 1996年末に出された優遇措

置を受けられる条件の付加や� 100�進出につい
ての選別的許可など� 国内潜在力を引き出すこと
との関連で難しい対応を迫られている�

1995年にコメに代わってベトナム第 2の輸出

商品になった繊維製品� 1996年に輸出の急増し

た履物などは� いずれも外資系企業や外国の技術
によって生産されるもので� 台湾� 香港� 韓国な
どの中小企業が主に担ってきた部門である�

表 +- 最近の対ベトナム海外直接投資

+33/年 +330年 +331年 +332年

新規投資案件 �件数� -1* -,/ --+ ,0*

総投資許可額 �百万ドル� 0,/-+ 2,3.1 .,/+. ..*/3

投資実行額 �百万ドル� -,,/* +,3**

うち内資 .1. +//

外資 ,,110 +,1./

�出所� Vietnam Economic News, Feb. 2. +333他�

表 +. ベトナム経済発展の過去 +*年間の評価と今後 +*年間の目標

過去 +*年間の評価

�+33+�,***年�
今後 +*年間の目標

�,**+�,*+*年�

GDP ,.*1倍 ,倍

内郎蓄積 GDPの ,1� GDPの -*�
GDPの構成比 農業 -2.1�	,..-� +0�+1�

工業 ,,.1�	-0.0� .*�.+�
サ�ビス部門 -2.0�	-3.+� .,�.-�

輸出の伸び率 GDP成長率の -倍 GDP成長率の ,倍

大学�高専の学生数 0倍 未就学 *

新規雇用 毎年 +,*�+-*万人 都市失業率 /�
農村就労率 2*�2/�
職業訓練率 .*�

貧困世帯比率 -*�強	++�弱 飢餓世帯 *

人口増加率 ,.-�	+..� +.+�+.,�
平均寿命 0/歳	02歳 1+歳

�出所� ベトナム共産党第 3回大会より作成�
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日本からの直接投資の件数のピ�クは 1996年

度の 65件� 金額のピ�クは 1997度の 381億円

であつた� 1997年度の投資案件は� 1996年度ま

でに出た自動車� バイク� 家電� プラント建設と
いった大型案件の部品関連と従来からのベトナム

に産出する農林水産品を加工し輸出するといった

案件が主となってきている�
直接投資以外では� 先進諸国や国際機関の援助
案件の中に中小企業支援を謳ったものがあり� す
でに始まっている� EUプロジェクトと呼ばれる

EUによるベトナム支援は� 1990年代初めから

の技術訓練への支援であり� 主にベトナム人難民
の帰国者の定住化を支援している�
日本はアジア危機に際してのアジア支援策とし

て� ベトナムに対して中小企業支援のための資金
約 1億ドルを供与した�
アジアの経済危機が発生したことで� AFTA

構想など ASEAN域内での分業化の動きなどが

一時的に停滞しているようである� しかし� ベト
ナムを含む ASEAN諸国の発展のポテンシャル

は高いので� 各国がそれぞれ経済および金融の構
造改革を終えて� 再び以前ほどの高成長ではない
にしても成長軌道に乗ることは確実であり� そう
した暁には�ベトナムが ASEANの中で担う役割

はいっそう明確になる� それは� 進出企業のいず
れもが誉めるベトナム人労働者の �モノづくり�
への適性であり� 現在� 家内工業の段階に止まっ
ている零細企業が金融支援などで発展することが

できれば� ベトナムには競争力のある中小企業が
育ってゆくことであろう�

� おわりに

2001年 4月ベトナム共産党第 9回大会は� 次
のような過去 10年間 �1991年�2000年� の経
済発展の評価と� 今後 10年間 �2001年�2010

年� の発展目標等を採択した4�� 要点を表にする
と表 14のようである�

経済発展は前進を示したが� 問題点としては�
経済効果	競争力の弱さ� 内部蓄積と国内購買力
の低さ� 工業化	現代化の遅れ� 生産と市場の乖
離� 投資	管理	分配政策の不合理さ� 財政	金
融システムの遅れなどを指摘し� 加えて国際環境
の厳しさを挙げている�
今後 10年間の発展方向として� 農林漁業� 工
業� 建設� インフラ� サ�ビスの各部門ごとに生
産目標などを示している�
発展の観点としては次のようなことを挙げてい

る�
	 経済の急速� 効果的� 着実な発展と� 社
会の進歩� 公平の実現� 環境保護を伴っ
た経済成長をはかる�

	 経済発展を中心的任務とみなし� 工業国
の基礎を統合的に築くことを差し迫った

要請と考える�
	 ドイモイを推進し� あらゆる資力を開

放� 発揮する原動力を造る�
	 独立自主の経済建設と国際経済への主導

的参入を結び付ける�
	 経済発展と国防一治安を固く結合させ

る�

ベトナムは� 今歴史的過程でダイナミックに動
いている� 経済社会の発展はどの国も共通した課
題である� その歴史的な実践でベトナムが成功を
おさめるならば具体的実例となろう�
本稿では� 金融� 税制� 法制� 行政� 教育� 文
化など多くの分野で触れられなかったことがたく

さんある� また� 資料の点でも不十分さがある�
それらは今後の研究課題としたい�
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�追加資料�
中小企業開発援助についての政令 �2001年 11

月 23日公布 �90/ 2001/ND�CP�

第 1章 一般的規定

第 1条 目的 
中小企業の発展は経済�社会
発展戦略� 国の工業化� 近代化のなか
での重要な任務である� 国は� 中小企
業が� 創造的な積極性を発揮し� 管理
能力を高め� 科学技術と人材を開発
し� 他の類型との連係を拡大し� 経営
効率と市場競争力を増大させ� 生産�
経営を発展させ� 仕事を作り� 勤労者

の生活を向上させることを奨励し� 有
利さを造り出す��

第 2条 調整の範囲

第 3条 中小企業の定義 
独立した生産� 経営
基礎で� 100億ドン以下の認可資本を

もつか�あるいは年平均 300人以下の

労働者数をもつ� 合法的な認可を得た
経営� など��

第 4条 適用対象

第 5条 援助計画

第 2章 援助政策

第 6条 投資の奨励

第 7条 中小企業保証基金の設立

第 9条 市場と競争力

第 10条 輸出促進

第 11条 情報� コンサルタント� 人材育成に
ついて

第 3章 中小企業促進組織

第 12条 中小企業開発局の設置 
計画�投資
省の直属部局として�

第 13条 中小企業開発局の任務と主要な権限
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第 14条 中小企業開発局の活動の仕組みと決

まり

第 15条 中小企業開発奨励評議会設置 
関係
部局� 部門� 地方当局� 商工会議所�
専門家その他で構成�

第 16条 中小企業技術援助センタ�の設置

ハノイ�ホ�チミン市�ダナンに置
く�

第 17条 地方での中小企業促進

第 18条 中小企業援助諸組織 
中央�地方�業
界組織などで�

第 4章 施行規則 
略�
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